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Ⅰ-１．販 売 電 力 量 １

　販売電力量 　７９６億６,４００万ｋＷｈ（過去最高）
　前　年　比 　　＋ ３.０％
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（億kWh）

773億2,900万kWh

103.9%24,59625,556大口電力

103.0%77,32979,664合　計

103.1%49,05850,585特定規模需要

102.9%28,27129,079小　計

101.4%4,6594,724電　　力

103.1%23,61224,355電　　灯特
定
規
模
以
外

前年比

(Ａ/Ｂ）

16年度

実　績

（Ｂ)

17年度

実　績

（Ａ)

区　　分
3年連続で
過去最高値
を更新

745億4,700万kWh

796億6,400万kWh

［再掲］

（単位：百万kWh）

※ 特定規模需要の区分は平成1７年度の分類に基づいたもの



Ⅰ-２．経常収益，経常費用 ２
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＜経常費用＞
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＜経常収益＞

＋４６７
＋５０８

＋１,２２７

＋９５４

（１４,５５３）
（１４,６００）

（１４,９８７）

（　）は売上高

経常収益 １５,１０８億円
前年比 ＋４６７億円

（＋３.２％）
　 ・電灯電力料 　＋２４１億円

　 ・地帯間販売　 　＋２２５億円

【主な要因】

経常費用 １４,７２７億円
前年比 　　＋９５４億円

　　　　　　　　　　　 （＋６.９％）
　 ・燃料費 ＋５７０億円

　・購入電力 ＋４３５億円

【主な要因】



Ⅰ-３．経常利益，当期純利益 ３
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＜当期純利益＞
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＜経常利益＞

▲４８７

▲７２０

▲１６５

＋７８

特別利益　　 ＋４７７億円　

特別損失の減 ＋１３５億円

法人税等　　　 ▲４６億円

＜前年比＞

経常利益 ３８０億円

前年比 ▲４８７億円

　　　　　 　 （▲５６.１％）

当期純利益 ５３５億円

前年比　　　　＋７８億円

　　　　　　　 （＋１７.１％）



Ⅱ-１．定量目標と実績

２２.３％２３.０％

３.８％２.１％

平成1６年度平成1７年度

２兆１,１４９億円

至　近　の　実　績

２兆 　４８８億円

20年度末までに２５％以上株主資本比率

20年度末までに１兆８,０００億円以下有利子負債残高

16～20年度5ヵ年平均４％以上
総資産営業利益率

（ＲＯＡ）

平成18年度中期経営方針における

定　　量　　目　　標

平成1６年度平成1７年度

１２,１１０名

１,８７２億円

至　近　の　実　績

１２,２５４名

２,２４８億円

20年度末までに １２,０００名以下従　 業 　員 　数

18～20年度3ヵ年平均 ２,０００億円以下設　備　工　事　費

平成1８年度中期経営方針おける

定　　量　　目　　標

４

＜財務目標＞

＜効率化目標＞



Ⅱ-２．主要定量目標の推移 ５
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ROA　（H16～20平均4.0%以上）ROA　（H16～20平均4.0%以上） 有利子負債残高（H20年度末までに1兆8,000億円以下）有利子負債残高（H20年度末までに1兆8,000億円以下）
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Ⅱ-３．販売拡大目標と実績 ６

至近の実績

12,232kW

25,465kW

16,136台

13,987戸

約2億kWh※

平成１６年度

20,377kW

24,451kW

23,618台

16,461戸

約2.5億kWh※

平成１７年度

平成1８～２０年度で ３万ｋＷ程度拡大

平成1８～２０年度で ８万ｋＷ程度拡大

平成1８～２０年度で １０万台程度拡大

（オール電化住宅設置分以外のIH単体導入）

平成1８～２０年度で５万戸程度拡大

平成20年度までに１０億ｋＷｈ程度創出

平成１８年度中期経営方針における

販売拡大目標

蓄熱等空調システム導入

販 売 電 力 量

業務用電化厨房導入

IHクッキングヒーター導入

オール電化住宅導入

※試算モデルによる年ベース換算値



７Ⅲ-１．原子力発電所の状況と今後の予定

女川原子力発電所

　平成１７年８月１６日の地震により，１～３号機が自動停止

　　　・ １号機　耐震安全性評価を実施中

　　　・ ２号機　平成１８年１月１９日　発電再開

　　　・ ３号機　平成１８年３月２３日　発電再開

東通原子力発電所

　　　・ １号機　平成１７年１２月８日　営業運転開始

＜１７年度の稼動状況トピックス＞

＜１８年度の予定＞

女川原子力発電所

　　　・ １号機　耐震安全性評価を引続き実施

　　　・ ２号機　中間点検の実施，定期検査の実施

　　　・ ３号機　定期検査の実施

東通原子力発電所

　　　 ・ １号機 定期検査の実施



Ⅲ-２．料金政策 ８

ＥＶＡ®の継続的創出に
よる収益性向上

価格競争力強化
同時
達成

財務目標の着実な達成

収益性重視の料金政策

料金政策の基本方針

○東北のマーケット動向を見据え，お客さまのご期待にお応えすることのできる料金メニューを設定

○平成１８年７月の料金改定・・・規制料金平均で３％程度引下げ

　　　　　　　　　　　　　　　　影響額：３００億円程度

具体的施策

（注）ＥＶＡ®は米国スターン・スチュワート社の登録商標です。



Ⅲ-３.１８年度業績見通し ９

＜販売電力量見通し＞

　販売電力量７８９億ｋＷｈ程度，前年比 ▲０.９％
※平成18年度供給計画より。（平成17年度の夏場の高気温や冬場の低気温・豪雪の反動減
影響により，平成18年度が平年ベースで推移した場合，前年割れの見込み）

５４．０％４２０　７７９　１,２００　営業利益

▲　６．６％

１１０．０％

▲　０．６％

前年比

（Ａ）／（Ｂ）

４１９　３８０　８００　経常利益

▲　３５　５３５　５００　当期純利益

▲　８７　１４,９８７　１４,９００　売 上 高

増　減

（Ａ）－（Ｂ）

１７年度実績

（Ｂ）

１８年度見通し

（Ａ）

＜収支見通し＞ （単位：億円）

「減収・増益」の見通し



10Ⅳ-１．配当政策

　当社は，配当については，安定配当の確保を基本に，中長期的な

　収支見通しや財務目標の達成状況などを総合的に勘案し決定して

　いる。　

　

　○１７年度は，原油価格の高騰や地震発生に伴う女川原子力発電所

　　の自動停止の影響などにより，経常利益は大幅に減少したが，

　　来期以降はさらなる効率化や営業開発活動の成果などにより，

　　収益性の向上が見込まれる状況。　

　○これらを踏まえ，前年同期に比べ，１株につき５円増額の３０円

　　の配当。中間配当とあわせて年間で１株につき５５円の配当。



当資料は，東北電力の評価を行うための参考となる情報提供のみを目的としたものです。当資料に掲載され
ております予測数字等は，東北電力の将来に関する見通し及び計画に基づく将来予測であります。
従って，これらの業績見通しのみに全面的に依拠する事はお控え下さいますようお願いいたします。
これらの将来予測には，既知･未知のリスクや不確定な要素などの要因が含まれており，その要因によって
東北電力の実際の成果や業績，実績などは，記載の見通しとは大きく異なることが有り得ます。
東北電力では，投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承下さい。
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